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今月号のあらまし 

 

Ⅰ 規制改革推進会議による農協改革議論が本格化 

４月２６日、政府の規制改革推進会議・農林ＷＧは農協改革の進捗状況を把

握するため、農水省ヒアリングを行った。委員から単位農協の信用代理店化や、

准組合員調査等に関する発言が相次いだ。 

 

Ⅱ ＴＰＰ・日米ＦＴＡをめぐる情勢 

５月１８日、衆院本会議でＴＰＰ１１承認案が与党などの賛成多数で可決さ

れた。同承認案は憲法第６１条の規定により参議院の議決に関わらず、３０日

後に自然承認となる。 

一方で、日本の国内手続き完了には、ＴＰＰ協定の国会承認に加えて、関連

法案を衆議院・参議院両院で可決、成立させる必要があるが、野党が茂木担当

相の不信任決議を提出し、衆議院での採決が見送られた。（１８日時点） 

 

Ⅲ 国会の動向 

５月１１日、参院本会議で相続未登記農地等の利用の促進、および農業用施

設の内部を全面コンクリート張りとしても農地転用に該当しないものとする

こと等をポイントとする農業経営基盤強化促進法等改正法が与党等の賛成多

数（国民民主・共産が反対）で可決、成立した。年内には施行されることとさ

れている。 
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Ⅰ 規制改革推進会議による農協改革議論が本格化 
― 議長・議長代理が信用事業代理店化に関心 ― 

 

１．規制改革推進会議の動向 

○ ４月２６日、政府の規制改革推進会議・農林ＷＧは農協改革の進捗状況を

把握するため、農水省ヒアリングを行った。 

 

〇 同ヒアリングでは、まず農水省より農協改革の進捗状況が報告された。 

（農水省作成資料は別紙１の通り） 

 

〇 その後、委員からは単位農協の信用事業代理店化や、全農改革、准組合員

調査等に関する発言が相次いだ。 

 

【主なポイント】 

≪信用事業代理店化≫ 
〇大田議長 
・農中及び信連は本年３月末までに代理店方式の説明及び手数料水準の提示を
全都道府県で実施したということだが、この反応はどうだったのか。目的で
ある金融事業の負担を減らす方向に行くような反応だったのか。 
・それに関連して、今マイナス金利で地銀の経営も厳しくなっている。そうい
う中で農業に関しては３層構造で、農中があって、信連があって、単位農協
がある。この３層構造の中でどういうメカニズムで単位農協に口座をつくり、
預金を預かるメリットがいくようなことになっているのか。 
⇒農水省・大澤経営局長 
・お金を集めて、運用して、お返しするというモデルが、将来マイナス金利の
中で難しいというのとセットで説明をしているので、将来考えなければいけ
ないということが非常に広まっている。ただ、それがすぐに代理店の事業の
ほうに行こうかということには至っていなくて、どうしようかととどまって
いることが多いと聞いている。 
・農協の側としては、農林中金が集めて運用していくことによって利益を得て
いたという過去の体験があって、それが揺らいできているのでどうしようか
という段階ではないか。 
〇大田議長 
・利ザヤが非常に厳しくなっていて、なおかつ運用もかなり厳しくなっている
中で、どうして３層を維持して奨励金まで行くのか。そのメカニズムが分か
らない。 

 
≪生産資材等の改革≫ 
〇金丸議長代理 
・生産資材等の改革については、少しずつでも進捗されているということなの
で、これからももっとダイナミックに進展することを期待したい。 
・これまでの議論の中核をなしていたのは、例えば全農の組織あるいは農協の
組織が農業者にとっての購買代行の機能を担っているということだったのだ
が、それは逆にメーカー側の販売代行で、農業者側にポジションしていない
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のではないか。ある意味で利益相反ではないか。自身が組織としてメーカー
になっている。この構造の中では農業者の所得が向上することはなく、自身
の組織維持のために農業者からお金をいただくというモデルで、全体を連結
経営だと見たときには信用事業に過度に依存している。こういうことを正し
ていくというのが農協改革ではなかったか。 
⇒農水省・大澤経営局長 
・まさにおっしゃるとおり。全農の購買事業の見直しというのは単に入札を導
入するとか、全農が買う価格を下げるとか、そういうことに尽きるわけでは
なく、まず最終目標としてはメーカーの再編。 
・全農の組織としてもっとスリムな体制にして、メーカー側には立たない体制
にするのが一番の肝。 

 
≪准組合員調査≫ 
〇大田議長 
・准組合員の調査の結果が３１年５月ということだが、なるべく早く簡易集計
の段階でも示してほしい。 
・一定のルールを導入するというのが目的だが、それにこの実態調査をどう使
うのか。 
⇒農水省・大澤経営局長 
・准組合員問題についてはさまざまな難しい問題があり、今の段階で調査をど
う使うか、予断を持っていない。調査の進展を見ながら考えていく。 
・なるべく早く示すことは当然そのとおりやらせていただく。 

 

〇 終了にあたって飯田座長は「着々と進行しているという印象を受けた。」

と発言し、「これから農業が成長産業になるというか、既になってきている

状況なので、より一層の農業者の所得向上と成長産業化に尽力していただき

たい。」と述べた。 

 

２．農林水産大臣の反応 

〇 ４月２７日、齋藤農相は閣議後記者会見で、規制改革推進会議が農協改革

の進捗管理に着手したことに関し、「意見を言うなというのは難しいが、Ｊ

Ａグループは自己改革をしっかりやっていれば誰が何を言おうと別に気に

する必要はない」と発言した。 
（記者会見抜粋は別紙２の通り） 
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平成３０年４月２７日午前９時ころの齋藤農林水産大臣記者会見概要 

（農水省ＨＰより規制改革推進会議関連を抜粋） 
（記者） 
昨日、規制改革推進会議の方で、農協改革の進捗状況の議論があったと思う

んですが、規制会議の方からは准組合員の事業利用規制の調査を早くしてくれ

とかですね、信用事業の体制見直しとか、全農の改革をスピードアップしたほ

うがいいんじゃないかとか、いろいろ意見がありましたけれども、そういった

意見をどう受け止めておられますか。 
（齋藤農林水産大臣） 
まず、昨日はですね、規制改革推進会議の農林ワーキング・グループで、当

方からですね、農協改革の進捗状況のフォローアップ結果に基づいて、自己改

革に関する農協と農業者のアンケート調査の結果などをですね、説明をすると

いう、そういう機会がありました。 
農協改革は現在進行中でありますので、その進捗状況について、今、いちい

ち評価を申し上げるのは時期尚早だろうと思っておりますけども、引き続き、

農協の皆さんが、真に農業者のためになる事業スキームを確立をして、具体的

な成果が見えるようにですね、私ども協力をしながら前進をさせていきたいと

思っているところであります。 
もちろん、いろんな意見をおっしゃるということに対して、言うなと言うわ

けにはいかないわけではありますが、我々がしっかりと決められたですね、そ

の農協改革の内容を粛々と実行をですね、していただくいうことに尽きるんだ

ろうと思っておりますので、それがしっかりやられているんであれば、誰が何

を言おうと気にすることはないんじゃないかと思います。 
（記者） 
その意見を言うなと言うわけではないというところで、自民党の方で、与党

の方では、フォローアップというのは、農水省なり、与党がやると決議してい

ると思うんですが、それについて規制会議が引き続き、昨日のような進捗状況

の議論をしている時に異論をですね、おっしゃることがあるんですが、それは

どう受け止めますか。 
（齋藤農林水産大臣） 
意見そのものをね、言うなというのは難しいと思うんですね。ですから、そ

のやるべきことを自己改革、やるべきことは決まっているわけですから、それ

をしっかりやっていれば誰が何を言おうと別に気にする必要はないと思いま

すね。 

別紙２ 



11 
 

Ⅱ ＴＰＰ・日米ＦＴＡをめぐる情勢 
― ＴＰＰ１１承認案が衆院を通過 ― 

 

１．日米首脳会談 

（１）概要 

○ ４月１７日から１８日の２日間、日米首脳会談が行われた。北朝鮮問題、

鉄鋼・アルミの関税等を中心に協議された。 

 

〇 同会談終了後の協同記者会見では貿易関連についても触れられ、ＴＰＰへ

の復帰を求める安倍首相と、二国間協定に関心を示すトランプ大統領との間

で、両国の立場の違いが鮮明になった。（詳細は前月号参照） 

 

（２）与党の動向 

〇 ４月２４日、ＴＰＰ・日ＥＵ等経済協定対策本部およびＴＰＰ交渉におけ

る国益を守りぬく会の合同会議が自民党本部において開催された。会議冒頭

の森山本部長、茂木大臣の発言は以下の通り。 

 

【森山本部長、茂木大臣の発言要旨】 

≪森山本部長≫ 
・日米の通商交渉で我々が一番の関心を持っていたのはＦＴＡとなるかどう

か。ＦＦＲ（新たな閣僚級協議）という新しい枠組みができ、茂木大臣とラ

イトハイザー通商代表が交渉していくという。 
・茂木大臣には、農林水産物が交渉に入らぬよう頑張ってもらいたい。農産物

については、ＴＰＰを上回ることは無いと、そのことは強くトランプ大統領

に言ってもらった。 
 
≪茂木大臣≫ 
・首脳会談では、日米両国がリーダーとなって、インド太平洋地域に自由で公

正なマーケットを作り上げるための方策について両首脳間で率直な意見交

換が行われた。 
・私とライトハイザー代表の間で、自由で公正かつ相互的な貿易取引のための

協議ＦＦＲを開始し、日米経済対話に報告することで一致した。 
・日本として協議において二国間のＦＴＡを念頭に置いておらず、このことを

首脳会談で米側に強調。新たに開始する協議は日米ＦＴＡ交渉と位置づけら

れるものではないし、そのための予備協議でないことは明確に申し上げた

い。 
・特に農産品に関してはＴＰＰの合意が最大限と明確に伝えた。ＴＰＰはあら

ゆる政治資源を使い尽くしてまとめたのであり、これ以上のことはできない

と米側に伝えた。これを堅持して協議に臨む。 
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２．ＴＰＰ１１ 

〇 ４月１７日、衆議院においてＴＰＰ１１（米国を除くＴＰＰ参加１１カ国

による新協定）の承認案の審議が開始された。同本会議では出席議員から、

米国からの要望による再交渉の姿勢に関する質疑があり、茂木大臣より「一

部のみ取り出して再交渉することは極めて困難」と応答があった。 

（主なやりとりは別紙１の通り） 

 

〇 ２４日、メキシコ議会上院は、ＴＰＰ１１を批准した。 

 

〇 ５月１日、タイのソムキット副首相は茂木大臣と会談し、ＴＰＰ１１への

参加の意向を表明した。茂木氏は会談後、参加を歓迎するとともに協定参加

各国への橋渡し役を務めるなど支援をしていく考えを示した。 

 

〇 タイの加盟に関しては、協定発効後に、正式な協議がされ、締結国との間

で条件の合意が必要とされる。また、タイの他、コロンビアや台湾、英国、

韓国などが協定参加に関心を示しているとされている。 

 

〇 タイは米や砂糖の生産が盛んな農業大国であり、穀物自給率は１４６％（平

成２５年度・農林水産省統計データより）となっている。タイが加入した場

合、インディカ米の流入により国産米への影響が懸念される。 

 
【補足：５月１０日に行われた衆院農林水産委員会一般質疑におけるやりとり】 

・インディカ米が大量に入ってきて、冷凍チャーハンに使われるようにあるとかいろい

ろな懸念がある。 

・タイの米向けの輸入枠は作らないと約束してほしい。  （国民民主党・後藤祐一氏） 

⇒国内におけるセンシティビティーは１２０％十分に承知しているので、それを踏まえ

て対応したい。                          （齋藤農相） 

・タイがＴＰＰに加入した場合の国内農業が受ける影響試算を早急にするべき。 

（国民民主党・後藤祐一氏） 

⇒（タイが）正式な（参加）表明を行っていない状況なので、そういった試算はない。 

（農水省・野中厚政務官） 

 

〇 ８日、衆議院においてＴＰＰ１１関連法案の審議が開始された。衆院の各

委員会等で出席議員より影響試算の在り方、国内対策等について意見が出さ

れた。（主なやりとりは別紙１の通り） 

 

〇 影響試算の在り方について、対策をとるから影響がないとの主張は到底理

解されない等の質疑が相次いだが、政府側は対策なしの試算を行うことは現

実に起こりうることとは異なるので考えていない等の応答を示した。 

（影響試算については「農政をめぐる情勢」平成３０年１月号を参照） 

 

〇 また、国内対策について、「マルキンはＴＰＰ１１の発効を待たずすぐ施行

するよう（畜産物の価格安定に関する法律における施行期日を）修正すべき
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ではないか」との質疑に対し、茂木大臣より「個々の予算の確保、執行は各

所管大臣において行われるが当然、必要な予算は確保されるべきだ」と応答

があった。 

 

〇 １８日、衆院本会議でＴＰＰ１１承認案が与党などの賛成多数で可決され

た。 

 

〇 なお、立憲民主、国民民主、共産、自由、社民の野党５党は、審議が尽く

されていないことや、米国離脱前の条件を修正していないこと、農家の不安

が払しょくされていないことなどを理由に反発した。 

 

〇 ＴＰＰ１１承認案は憲法第６１条の規定により参議院の議決に関わらず、

３０日後に自然承認となる。 

 

〇 一方で、日本の国内手続き完了には、ＴＰＰ協定の国会承認に加えて、関

連法案を衆議院・参議院両院で可決、成立させる必要があるが、野党が茂木担

当相の不信任決議を提出し、衆議院での採決が見送られた。（１８日時点） 
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衆院本会議、各委員会等における主なやりとり（ＴＰＰ・日米貿易交渉） 

 

【４月１７日衆院本会議】 

〇ＴＰＰ再交渉 

・米国から再交渉の要望があってもＴＰＰの再交渉はしないという姿勢を今も

堅持しているか。                （立憲・山川百合子氏） 

⇒ＴＰＰは参加国の利害関係を綿密に調整して作り上げた協定であり、一部の

み取り出して再交渉することは極めて困難。        （茂木担当相） 

 

〇ＴＰＰを超える市場開放 

・農林水産品については、２０１６年２月署名のＴＰＰ協定の内容を超える対

米譲歩は行わないか。               （希望・稲富修二氏） 

⇒いかなる国とも国益に反する合意を行うつもりはない。   （茂木担当相） 

 

 

【５月８日衆院本会議】 

〇日米の貿易新協議 

・トランプ大統領の二国間交渉を重視する姿勢に迎合したもので、勝手な対日

要求の受け皿とされるのではないか。         （共産・笠井亮氏） 

⇒米側は二国間ルールに関心を持っていると承知しているが、我が国としては

ＴＰＰが日米にとって最善と考えており、その立場を踏まえ、引き続き議論

に臨んでいく。協議は日米ＦＴＡ交渉と位置付けられるものではなく、その

予備協議でもない。                    （安倍首相） 

 

〇ＴＰＰの影響試算 

・価格や生産量、所得の減少がどれくらい見込まれるのか。その予測を明示し、

必要な対策を講じるべき。対策をとるから影響ないとの主張は到底理解され

ない。                       （立憲・神谷裕氏） 

⇒影響試算は現実起こり得る影響を試算すべきもの。国内対策なしの試算を行

うことは、現実に起こりうることとは異なるので考えていない。（齋藤農相） 

 

 

【５月１６日衆院外務、内閣、農水委員会】 

〇日米貿易協議 

・今後の日米協議では、ＴＰＰ以上に日本国民の利益と経済主権に反する取り

決めが話し合われるのではないか。         （共産・穀田恵二氏） 

⇒トランプ大統領はいろいろなことを言っているが、なかなかできない（二国

間の）ものを一生懸命いうより、（ＴＰＰ復帰のような）できることをやった

方がメリットがあると、いつかの段階で気づいてくれると期待している。 

（河野外相） 

 

 

別紙１ 
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〇国会決議との整合性 

・ＴＰＰ１１協定の合意内容は、農林水産物の重要品目について除外または再

協議を求める衆参農林水産委員会の決議との整合性は取れているか。 

（自民・西田昭二氏） 

⇒国会決議を盾に各国と粘り強く交渉を行った結果、特に重要品目でさまざま

な措置を獲得できた。決議を踏まえた交渉の結果、国益に資する結果となっ

た。         （渋谷和久・ＴＰＰ等政府対策本部政策調整統括官） 

 

〇影響試算 

・（影響試算は）政策大綱によって生産自体が減らずに持続することを前提にし

ている。そんな出し方あるのか。だから政策が小手先になる。農水省は試算

や想定をやり直すべきだ。            （無所属・中川正春氏） 

⇒影響試算は現実的に起こり得る影響を試算するもので、対策なしの試算はな

い。                        （野中農水政務官） 

 

 

【５月１８日衆院内閣・農林水産委員会連合審査会、内閣委員会】 

〇影響試算 

・農水省の試算ではＴＰＰ１１による国内への影響は９００億～１５００億円。

しかしカナダ政府は対日輸出が１４４９億円増えると予想しており、カナダ

一国で農水省の試算とほぼ同額に達する。      （共産・田村貴昭氏） 

⇒カナダは、ＴＰＰから米国が抜けた分を取りに行くという試算をしている。

日本の国内生産は体質強化策、経営安定策を講じることで維持されていく。 

（天羽隆・農水省総括審議官） 

 

〇日米貿易協議 

・総理が言ったような、農業分野に関して、ＴＰＰのラインより譲歩すること

はない、これは日米二国間の新貿易協議の中でもそうだと言い切ってもらえ

るか。                     （無所属・大串博志氏） 

⇒ＴＰＰで合意したラインが最大限（の譲歩）である、こういう認識のもとで

あらゆる交渉に当たっていきたい。            （茂木担当相） 

 

〇ＴＰＰの意義 

・貿易立国としてやっていかなければ、日本は立ち行かないというのは昔の話。

国内をどうするかに重点を移すべきだ。そういった意味で、トランプ氏が唯

一正しい選択をしたのがＴＰＰ離脱だ。      （立憲・佐々木隆博氏） 

⇒ＴＰＰといった経済連携の推進イコール外需依存とは考えない。国内の投資、

生産、消費全体を押し上げる効果が見込まれ、内需主導の景気回復、国内経

済の拡大につながる。                  （茂木担当相） 

 

・米国がＴＰＰを離脱した。世界の貿易投資ルールを作ろうという政府のもく

ろみは、今のところ破綻している。          （立憲・篠原豪氏） 
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⇒そのような考えは持っていない。現段階でも中南米でいえばコロンビアも参

加意向を持っている。アジアではタイも参加に強い関心を持っている。英国

までもが高い関心を示す。ＴＰＰの持つ意味は全体的な関心からみても高い。 

（茂木担当相） 

 

〇国内対策 

・ＴＰＰ１１が発効された場合、関税収入が７４０億円減少し、麦のマークア

ップ（輸入差益）は２２７億円減る。（これらを財源とする）経営安定対策を

講じていくことは可能なのか。           （自民・鈴木憲和氏） 

⇒総合的なＴＰＰ等関連政策大綱で、対策の財源は、政府全体で責任を持って

毎年の予算編成過程で確保するとされている。十分な予算をしっかり確保し

て取り組んでいきたい。                  （齋藤農相） 
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Ⅲ 国会の動向 
― 農業経営基盤強化促進法等改正法が成立 ― 

 

〇 政府は今国会に農業関連で９法案を提出した。５月２０日現在の審議状況

は以下の通り。（主な法案の概要は「農政をめぐる情勢」前月号までを参照） 

 

【農水省関係の今国会提出法案と審議状況】（５月２０日現在） 

 農業経営基盤強化促進法等改正法案 ≪５月１１日成立≫ 

 農林年金廃止法改正法案 ≪５月１８日成立≫ 

 卸売市場法及び食品流通構造改善促進法改正法案 ≪衆院審議中≫ 

 都市農地の貸借の円滑化に関する法案（新法） ≪参院可決≫※参院先議 

 土地改良法改正法案 ≪衆院可決≫ 

 農薬取締法改正法案 

 森林経営管理法案（新法） ≪衆院可決≫ 

 独立行政法人農林漁業信用基金法改正法案 ≪衆院可決≫ 

 水産加工業施設改良資金融通臨時措置法改正法案 ≪３月３０日成立≫ 

 

〇 通常国会は、４月下旬から加計学園問題等を理由に野党が審議に応じてい

なかったが、与野党協議の結果、５月８日から野党が審議に復帰した。 

 

〇 ５月１１日、参院本会議で農業経営基盤強化促進法等改正法が与党等の賛

成多数（国民民主・共産が反対）で可決、成立した。年内には施行されるこ

ととされている。 

 

【補足：農業経営基盤強化促進法等改正法】 

相続未登記農地等の利用の促進および、農業用施設の内部を全面コンクリート張りと

しても農地転用に該当しないものとすること等をポイントとして、今国会に法案提出さ

れていた。（詳細な概要・懸念事項等は前月号を参照） 
 

〇 １８日、参院本会議において、農林年金廃止法改正案が全会一致で可決、

成立した。同法案の施行は、公布日から２年以内で今後決定される。同法案

の成立により、農水省が今国会に提出した９本の法案のうち３本が成立した。 
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